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2018年 5月 21日  

 

 

各 位 

会 社 名 ユ ニ チ カ 株 式 会 社 

 代表者名 代 表 取締 役社 長   注連 浩行 

(コード番号 3103 東証第一部) 

問合せ先 経 営 企 画 部 長  杉澤 滋 

(TEL 06－6281－5695) 

  

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2018 年 6 月 28 日開催予定の第 208 回定時株主総会に、定款の一部

変更の件を付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

                        記 

１．定款変更の目的 

発行済のＡ種種類株式及びＢ種種類株式について、当社の判断でより機動的かつ柔軟に種類株式を取得で

きるようにすることを目的として、金銭を対価とする取得条項の規定において、各種類株式の一部の取得に

ついても可能とする内容に変更するとともに、その他所要の変更を行うものであります。 

 

 

２．定款変更の内容 

   変更の内容は添付のとおりであります。 

  なお、定款変更につきましては、Ａ種種類株主及びＢ種種類株主の同意が得られることを条件としており

ます。 

 

３. 日程 

    定款変更のための株主総会開催日      2018年 6月28日（予定） 

    定款変更の効力発生日                2018年 6月28日（予定） 

 

 

以  上 
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別紙 

新旧対照表 

 

 

  （下線部分は変更個所） 

現行定款 変更案 

第13条の２（Ａ種種類株式） 

本会社の発行するＡ種種類株式の内容は次の

とおりとする。 

１．～５． （条文省略） 

（金銭を対価とする取得条項） 

６．本会社は、Ａ種払込期日以降いつでも、金

銭対価償還日（以下に定義される。）の開始

時において、Ｂ種種類株式について発行済株

式（発行会社が有するものは除く。）が存し

ない場合に限り、本会社の取締役会が別に定

める日（以下、本条において「金銭対価償還

日」という。）が到来することをもって、Ａ

種種類株主等に対して、金銭対価償還日の 60

取引日前までに書面による通知（撤回不能と

する。）を行った上で、法令の許容する範囲

内において、金銭を対価として、Ａ種種類株

式の全部を取得することができる（以下、本

条において「金銭対価償還」という。）もの

とし、本会社は、当該金銭対価償還に係るＡ

種種類株式を取得するのと引換えに、当該金

銭対価償還に係るＡ種種類株式の数にＡ種残

余財産分配額を乗じて得られる額の金銭を、

Ａ種種類株主に対して交付するものとする。

なお、本項においては、第２項第(3)号に定 

める日割未払優先配当金額の計算における

「残余財産の分配が行われる日」及び「分配

日」をそれぞれ「金銭対価償還日」と読み替

えて、日割未払優先配当金額を計算する。ま

た、金銭対価償還に係るＡ種種類株式の取得

と引換えに交付する金銭に１円に満たない端

数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 

７．    （条文省略） 

第13条の３（Ｂ種種類株式） 

本会社の発行するＢ種種類株式の内容は次の

とおりとする。 

１．～５． （条文省略） 

（金銭を対価とする取得条項） 

６．本会社は、Ｂ種払込期日以降いつでも、本

会社の取締役会が別に定める日（以下、本条

第13条の２（Ａ種種類株式） 

本会社の発行するＡ種種類株式の内容は次の

とおりとする。 

１．～５． （現行どおり） 

（金銭を対価とする取得条項） 

６．本会社は、Ａ種払込期日以降いつでも、金

銭対価償還日（以下に定義される。）の開始

時において、Ｂ種種類株式について発行済株

式（発行会社が有するものは除く。）が存し

ない場合に限り、本会社の取締役会が別に定

める日（以下、本条において「金銭対価償還

日」という。）が到来することをもって、Ａ

種種類株主等に対して、金銭対価償還日の 60

取引日前までに書面による通知（撤回不能と

する。）を行った上で、法令の許容する範囲

内において、金銭を対価として、Ａ種種類株

式の全部又は一部を取得することができる

（以下、本条において「金銭対価償還」とい

う。）ものとし、本会社は、当該金銭対価償

還に係るＡ種種類株式を取得するのと引換え

に、当該金銭対価償還に係るＡ種種類株式の

数にＡ種残余財産分配額を乗じて得られる額

の金銭を、Ａ種種類株主に対して交付するも

のとする。なお、本項においては、第２項第 

(3)号に定める日割未払優先配当金額の計算

における「残余財産の分配が行われる日」及

び「分配日」をそれぞれ「金銭対価償還日」

と読み替えて、日割未払優先配当金額を計算

する。また、金銭対価償還に係るＡ種種類株

式の取得と引換えに交付する金銭に１円に満

たない端数があるときは、これを切り捨てる

ものとする。なお、Ａ種種類株式の一部を取

得するときは、按分比例の方法による。 

７．    （現行どおり） 

第13条の３（Ｂ種種類株式） 

本会社の発行するＢ種種類株式の内容は次の

とおりとする。 

１．～５． （現行どおり） 

（金銭を対価とする取得条項） 

６．本会社は、Ｂ種払込期日以降いつでも、本

会社の取締役会が別に定める日（以下、本条
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現行定款 変更案 

において「金銭対価償還日」という。）が到

来することをもって、Ｂ種種類株主等に対し

て、金銭対価償還日の 60 取引日前までに書

面による通知（撤回不能とする。）を行った

上で、法令の許容する範囲内において、金銭

を対価として、Ｂ種種類株式の全部を取得す

ることができる（以下、本条において「金銭

対価償還」という。）ものとし、本会社は、

当該金銭対価償還に係るＢ種種類株式を取得

するのと引換えに、当該金銭対価償還に係る

Ｂ種種類株式の数にＢ種残余財産分配額を乗

じて得られる額の金銭を、Ｂ種種類株主に対

して交付するものとする。なお、本項におい

ては、第２項第(1)号に定めるＢ種累積未払

配当金相当額の計算及び同項第(3)号に定め

る日割未払優先配当金額の計算における「残

余財産の分配が行われる日」及び「分配日」

をそれぞれ「金銭対価償還日」と読み替え 

て、日割未払優先配当金額を計算する。ま

た、金銭対価償還に係るＢ種種類株式の取得

と引換えに交付する金銭に１円に満たない端

数があるときは、これを切り捨てるものとす

る。 

 

７．     （条文省略） 

において「金銭対価償還日」という。）が到

来することをもって、Ｂ種種類株主等に対し

て、金銭対価償還日の 60 取引日前までに書

面による通知（撤回不能とする。）を行った

上で、法令の許容する範囲内において、金銭

を対価として、Ｂ種種類株式の全部又は一部

を取得することができる（以下、本条におい

て「金銭対価償還」という。）ものとし、本

会社は、当該金銭対価償還に係るＢ種種類株

式を取得するのと引換えに、当該金銭対価償

還に係るＢ種種類株式の数にＢ種残余財産分

配額を乗じて得られる額の金銭を、Ｂ種種類

株主に対して交付するものとする。なお、本

項においては、第２項第(1)号に定めるＢ種

累積未払配当金相当額の計算及び同項第(3)

号に定める日割未払優先配当金額の計算にお

ける「残余財産の分配が行われる日」及び

「分配日」をそれぞれ「金銭対価償還日」と

読み替えて、日割未払優先配当金額を計算す

る。また、金銭対価償還に係るＢ種種類株式

の取得と引換えに交付する金銭に１円に満た

ない端数があるときは、これを切り捨てるも

のとする。 なお、Ｂ種種類株式の一部を取

得するときは、按分比例の方法による。 

７．     （現行どおり） 

 

 

 

 

 

 


